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１．はじめに 

持続的な郊外住宅地のあり方を考える上で、居住者層

の均質性の排除は特に重要である。混ざって住む町の実

現が現代の郊外住宅地では求められている。これまでの

既往研究では、郊外住宅地への若年転入層の特徴は、①

部屋数が多い。②保有自動車数が多い。③親子近居が多

い点にあることがわかっている（吉田ら（2007））。そ

こで本研究では、親子関係を背景として近隣に転入して

くる世帯の特性を分析し、郊外住宅地の持続可能性を考

察する。 
近江隆ら（2003、2005、2007）によるネットワーク

居住論では、家族意識は世帯人員数の範囲を超えている

こと。ネットワーク居住による家族意識の世帯数は平均

で 2.6 世帯であること。親子の「縦・二世代型」が地域

にかかわらず主たる家族意識であること。そして、関東

圏では同居を含まない「小規模世帯の縦・二世代型」が

主流ということなどがわかっている補注１）。 
開発後一定の期間が経過し高齢化が進む郊外戸建て住 

宅団地において、子世代・孫世代の近居や団地内への転

入を促すことは、地域の持続可能性を高める好要因の１

つになると考えられる。いくつかの既往研究では、こう

した郊外住宅地において親との近隣居住を選好して新た

に若年ファミリー世帯が一定数転入してきていることが

報告されている。 
そこで本研究では、大都市縁辺部の戸建て住宅が新規

に建設された地区に焦点を当て、新たな転入により親子

近居を実現した世帯（主に子・孫世代）とそうでない世

帯の相違を全市的に分析することを目的とする。これに

より、住宅地における年齢階層混合の実態を把握し、多

世代の混在した住宅地を創出するための方向性に関する

知見を得ることができると考える。 
 研究の方法としては、既存の国勢調査によって明らか

となっている戸建て住宅の増加区域を抽出し、ここ数年

において新規に建設された戸建て住宅を対象にアンケー

ト調査を行うことで定量的な分析を行う。 
調査項目としては、親子近居を今回実現している世帯
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としていない世帯の違い、近居の距離ごとの違い、世帯

主や配偶者および子どもの年齢の違いなどから明らかに

なる特徴などについて分析できるように質問項目を設定

した。 
 
２．親子近居調査の方法と配布対象区域 

2-1 親子近居の定義 

 今回の調査では親子近居について以下のように定義し

た。時間数をあまり小さく定義すると、これに当てはま

らない世帯の方が多くなってしまうことや、回答時のわ

かりやすさから「３０分で日常的に行き来できること（交

通手段を問わない心理的距離）」と定義した。 
2-2 対象区域の選定と配布の方法 

まず、京都市の市街地縁辺部における住宅需要層を対

象としつつ、それらを代表するようなアンケート配布対

象区域の選定手順について述べる。 
図１は左京区北部を除く京都市・市街地主要部の国勢

統計区が下地となっている。政府統計・統計 GIS にお

ける国勢調査（小地域統計）の建て方別居住世帯数のデ

ータを2000年と2005年の２時点において比較できるよ

う、Esri 社の ArcMap（GIS アプリケーション）の「テ

ーブルの結合」機能を用いて２時点のデータの加減演算

を行い、居住世帯数の増加量をドット密度図によって１

ドット 10 世帯として示している。図示しているのは、

増加量のみであり、減少量については表現を割愛してい

る。さらに、ArcMap の「属性テーブル」を参照して個々

の統計区における増減量および増減割合（世帯総数に対

する増加量）を算出しながら、市街地縁辺部の東西南北

方向において、配布対象候補となるおおよその統計区を

これらの増加割合の最も多い統計区に絞り込んだ。 
その後、2002年と2008年時点における住宅地図を比

較して、2002年にはなかったが2008年には立地してい

る住宅について確認し、配布対象住宅を確定した。なお、

現地での配布に先立って、それぞれの区の配布数が 125
票になるように、配布計画を立てた。ミニ開発地区のよ

うに住宅建設が活発で量が多い地区においては、系統抽

出法により、目標配布数になるように事前に調整した

（系統抽出法を使用した区は右京区・西京区、伏見区）。

区画整理事業のように住宅建設が多いものの、まばらな

建設が見られる場合には、それらの全てを対象とした

（悉皆配布は左京区、山科区）。 
配布作業の基本的考え方についてまとめると、以下の

ようになる。すなわち、「2000 年から 2005 年までに戸

建て住宅が増加した統計区において、特に 2002 年から

2008 年までの住宅地図の２時点比較によって確認され

る新規建設住宅群への、東西南北の４区に対する配布」

配布区域 戸建て住宅物件の例

伏見区久我森の宮： 土地69～96㎡、建物81～96㎡、2273
～2800万円、一中高専・準工（新築）

山科区上花山： 土地・建物88㎡、2480万円、一低専・
一中高専（新築）

左京区岩倉： 土地160㎡、建物100㎡、5780万円、
一低専（新築）など

右京区梅津： 土地96㎡、建物91㎡、築６年2690万
円、二中高専（中古）

西京区洛西ニュータ
ウン：

土地187㎡、建物129㎡、築６年4800
万円、一低専（中古）

表１　配布区域の調査対象物件概要

行政区 回収数
構成比
（％）

配布数
回収率
（％）

伏見区 21 18.4% 125 16.8%

右京区・西京区 18 15.8% 125 14.4%

左京区 43 37.7% 125 34.4%

山科区 32 28.1% 125 25.6%

合計 114 100% 500 22.8%

表２　行政区別配布数と回収率

近居有無

行政区 世帯数
構成比
（％）

世帯数
構成比
（％）

世帯数
構成比
（％）

伏見区 12 57.1% 9 42.9% 21 100%

右京区・西京区 5 27.8% 13 72.2% 18 100%

左京区 20 47.6% 22 52.4% 42 100%

山科区 16 50.0% 16 50.0% 32 100%

合計 53 46.9% 60 53.1% 113 100%

合計近居あり近居なし

表３　近居有無別行政区別回収数

図１ 戸建て住宅世帯数の増加 

（国勢調査 2000-05 年：1 ﾄﾞｯﾄ 10 世帯）

（方形部分は今回配布地区） 



である。 
 表１は配布区域の調査対象物件の概要を示したもので

あり、配布物件に該当するインターネット上の不動産情

報を、2010 年 10 月に採取してまとめたものである。単

価水準は左京区と西京区でやや高い一方で、その他の３

地区で相対的にやや低く、それぞれ同程度の水準となっ

ていた。 
 ポスティングを 2010 年 11 月 1 日に行い、回収は郵送

回収方式とした。文房具の事前贈与を行い、返信用封筒

には切手を貼付した。あらかじめ東西南北の４区を対象

区域とした経緯から、500 票の配布内訳をそれぞれ 125
票に均等に割り振った。回収率と行政区別の回収数など

を示したのが表２である。回収率は全体で 22.8％、左

京区は特に高い回収率 34.4％を示したが、右京区・西

京区は 14.4％とやや低くなった。その結果、両区では

20％の回収率差が見られた。今回、自治会等への事前

連絡はせず、ポスティング・切手貼付・事前報酬により

回収を行ったが、萩原ら（2006）が報告した同様の方法

によるアンケート調査の回収率「23.9％」にも近いこと

から、ほぼ一般的な回収率であったと考えられる。 
表３において近居の有無別に行政区の特徴を見ている。

右京区･西京区は近居ありが多く、伏見区で近居なしが

多くなっている。近居ありとなしでは全体では、ほぼ半

分半分となった。もともと近居者を対象に行った調査で

あるので、特に右京区･西京区においては、近居該当者

の回答が高く出ている可能性があることにも留意すべき

であるが、５割強の親子近居という結果を得て、想像以

上に近居が多い印象であった。本研究の主眼は目的でも

述べた通り全市的な分析であるため、地区ごとの分析に

深い意味を置かないが、分析に当たっての前提としては

以上の結果になっている。 
 

３．大都市縁辺部の住宅需要層の特徴 

3-1 住宅需要層全体の近居有無別属性 

表４ではまず、「親子近居の状況」について、近居の段

階ごとに見ている。同じ町内という非常に近いレベルの

親子近居は少なく、学区外の比較的遠いレベルでの近居

が多くなっている。この表での近居世帯数は 59 世帯と

なっており、一方で他の表では 62 世帯のような集計結

果も出てきている。これは、有効回答の一部に欠損値が

あるためである。 
 表５で「同居の有無」についてみると、105 世帯が同

居なし、9 世帯が同居あり、となっている。この 9 世帯

は全て近居をしていない世帯である。同居は近居の一範

疇に入ると思われるが、ここでは同居世帯の特徴を分析

することが主眼ではないため、当該表５には含めている

が、表６以降はこれらの同居世帯は分析から除外してい

る。繰り返しだが、同居世帯に今後の近居以降を聞いて

親子近居の状況 近居なし 近居あり 構成比（％）

親子近居なし 53 - 46.5%

親子近居あり（同じ町内） - 7 6.1%

親子近居あり（同じ学区内） - 12 10.5%

親子近居あり（学区外） - 40 35.1%

小計 - 112 98.2%

欠損値 - 2 1.8%

合計 - 114 100%

表４　調査対象世帯全体の属性（近居範囲）

同居の有無 世帯数 構成比（％）

同居なし 105 92.1%

同居あり 9 7.9%

合計 114 100%

表５　調査対象世帯全体の属性（同居有無）

世帯人員数 近居なし 構成比 近居あり 構成比

1人 2 4.7% 3 5.0%

2人 11 25.6% 15 25.0%

3人 12 27.9% 7 11.7%

4人 13 30.2% 28 46.7%

5人 5 11.6% 6 10.0%

6人 0 0.0% 1 1.7%

合計 43 100% 60 100%

注）以下、「同居あり」世帯を分析から除外

世帯主職業 近居なし 構成比 近居あり 構成比

常勤雇用 28 73.7% 54 96.4%

無職 7 18.4% 0 0.0%

パート 1 2.6% 1 1.8%

自営 2 5.3% 1 1.8%

合計 38 100% 56 100%

**1%有意

配偶者の職業 近居なし 構成比 近居あり 構成比

常勤雇用 5 12.8% 18 32.1%

無職 21 53.8% 19 33.9%

パート 12 30.8% 16 28.6%

自営 1 2.6% 3 5.4%

合計 39 100% 56 100%

自動車保有台数 近居なし 構成比 近居あり 構成比

0台 1 2.4% 1 1.7%

1台 31 75.6% 39 67.2%

2台 8 19.5% 17 29.3%

3台 1 2.4% 1 1.7%

合計 41 100% 58 100%

購入時重視項目（M.A.） 近居なし 構成比 近居あり 構成比

価格のてごろさ 27 25.7% 43 29.3%

家や土地の広さ 26 24.8% 27 18.4%

通学の便利さ 10 9.5% 14 9.5%

通勤の便利さ 13 12.4% 18 12.2%

よく知った土地 13 12.4% 21 14.3%

町並みの雰囲気や自然環境 16 15.2% 24 16.3%

合計 105 100% 147 100%

表６　近居有無別調査対象世帯全体の属性



近居側資金援助有無 世帯数 構成比（％）

親からの資金援助なし 27 48.2%

親からの資金援助あり 29 51.8%

合計 56 100.0%

近居世帯の土地既知 世帯数 構成比（％）

転入地は既知ではない 19 32.8%

転入地は既知である 39 67.2%

合計 58 100%

近居方向（親子） 世帯数 構成比（％）

親世代のそばに近居 53 85.5%

子世代のそばに近居 9 14.5%

合計 62 100%

注）近居地が不明なものを含む

近居方向（夫婦） 世帯数 構成比（％）

夫側の親に近居 29 55.8%

妻側の親に近居 17 32.7%

両方の親に近居 6 11.5%

合計 52 100%

近居される側の世帯人員数 世帯数 構成比（％）

1人 8 12.9%

2人 30 48.4%

3人 12 19.4%

4人 7 11.3%

5人 4 6.5%

6人 1 1.6%

合計 62 100%

注）近居地が不明なものを含む

近居要因 世帯数 構成比（％）

子の要因 29 61.7%

親の要因 18 38.3%

合計 47 100%

近居世帯の相互交流内容 世帯数 構成比（％）

孫の学校からの帰宅後の世話 12 8.6%

親子や孫を交えての食事 44 31.7%

土日の買い物 11 7.9%

趣味の共有 2 1.4%

介護 1 0.7%

お互いの安否確認 23 16.5%

季節の行事（正月や盆） 46 33.1%

さほど交流はない 0 0.0%

合計 139 100%

注）複数回答

近居距離 世帯数 構成比（％）

15分未満 29 50.9%

15分以上 28 49.1%

合計 57 100%

表７　親子近居世帯の属性

今後の近居・同居可能性 世帯数 構成比（％）

なし 37 77.1%

あり 11 22.9%

合計 48 100%

非近居世帯の今後 世帯数 構成比（％）

同居を希望する 5 12.5%

近居を希望する 25 62.5%

どちらも希望しない 10 25.0%

合計 40 100%

表８　非近居世帯の今後の可能性

も意味が無いため、分析からは除外することとする。 
 表６は近居の有無別の世帯数を見たものである。 
「世帯人員数」を見ると、近居あり世帯に４人世帯が

やや多くなっており、その一方で３人世帯が少なくなっ

ている。近居する側に核家族が多いことが反映されてい

るものと考えられる。 
「世帯主職業」と「配偶者職業」を見ると、その対比

的な雇用状況が読み取れる。近居ありの世帯主はそのほ

とんどが常勤雇用である一方で、配偶者に無職が少ない

という状況が読み取れる。特に近居ありの配偶者の常勤

雇用が 32.1％となっており、近居なしの配偶者の 12.8％
と比べると大きな差が見られる。 
「自動車台数」は「１台」の保有が主な傾向となって

おり、近居あり世帯にやや複数台数保有が多くなってい

ることがわかる。 
購入時の重視項目を聞いた複数回答の項目では（近居

なしとありで共通項目）、さほど大きな差は見られないも

のの、家や土地の広さに若干の差が見受けられる。 
3-2 親子近居世帯および非近居世帯の傾向 

表７は、親子近居をする世帯のみの集計である。 
「近居側資金援助の有無」は、今回の住宅購入にあた

って、近居をする子側の世帯に対して親世帯側が資金援

助をしたかどうか（子側が資金援助を受けたかどうか）

について聞いたものである。親側からの資金援助を受け

たとする子世帯が、受けないとする子世帯よりもやや多

いが、おおむね資金援助の有無は半々となっている。 
 「近居世帯の土地既知」は、転入してきた近居世帯が

転入地をもともと知っていたかどうかを聞いている。３

分の２が転入地を既知としており、近居世帯の多くが、

もともと知っていた居住地に転入してきている状況がわ

かる。 
「近居方向」には、親世帯が子世帯の居住地に転入し

てくるパターンと子世帯が親世帯の居住地に転入してく

るパターンの２つがある。また、子世帯が親世帯に近居

してくる場合には、夫側に転入する場合と妻側に転入し

てくる２つのパターンがある。 
親側か子側かを聞いたところでは、「近居方向（親子）」

にあるように、85.5％が「親世代のそばに近居」である



表９ 共稼ぎの有無別比較 

共稼ぎの有無

共稼ぎなし 27 58.7% 19 41.3% 46 100.0

共稼ぎあり 14 34.1% 27 65.9% 41 100.0

合計 41 47.1% 46 52.9% 87 100.0
χ2乗値5.243　有意確率（両側）3.1%

近居なし 近居あり 合計

表 11 最も幼い子どもの年齢別比較
最も幼い子の年齢

12歳以下（小学校まで） 23 41.1% 33 58.9% 56 100.0

13歳以上（中学校以上） 11 55.0% 9 45.0% 20 100.0

合計 34 44.7% 42 55.3% 76 100.0
χ2乗値1.156　有意確率（両側）30.7%

近居なし 近居あり 合計

表 10 子世帯の転入世帯数と近居なし世帯数の比較

40歳前後 世帯数 % 世帯数 % 世帯数 %

配偶者39歳以下 17 32.7% 35 67.3% 52 100.0

配偶者40歳以上 19 61.3% 12 38.7% 31 100.0

合計 36 43.4% 47 56.6% 83 100.0
χ2乗値6.210　有意確率（両側）2.1%

45歳前後

配偶者44歳以下 22 35.5% 40 64.5% 62 100.0

配偶者45歳以上 14 66.7% 7 33.3% 21 100.0

合計 36 43.4% 47 56.6% 83 100.0
χ2乗値6.467　有意確率（両側）1.3%

注）「近居あり」世帯は「親世帯の子世帯近傍への転入」を除外した子の転入世帯

近居なし 近居あり 合計

近居なし 近居あり 合計

ことがわかる。新たに住宅を購入して転入してくる層に

子世帯が多いことは容易に想像されるが、親子近居の多

くが、子による親側への転入により実現されている。 
 また、夫側か妻側かを聞いたところでは、「近居方向

（夫婦）」にあるように、55.8％が夫側への近居であるこ

とがわかる。夫側がとりわけ多いわけではないが、両方

の親に近居世帯があり、それらを除いた構成比を考えれ

ば、やはり「夫側の親への近居」が主たる形態であると

見ることができるだろう。 
 近居する側の世帯人員数はおおむね全体の傾向に沿う

と考えられたことから、ここでは「近居される側の世帯

人員数」について見た。前述の全体の傾向と比べると、

近居される側（多くは親世帯）の世帯人員数は少人数が

多いと言えそうである。子・孫が祖父母のそばに近居し

てくるという標準的な形態を考えれば、世帯人員数のこ

うした傾向は理解できるだろう。なお、「近居される側の

世帯人員数」の世帯数 62 は、近居地について回答のな

かったものの家族構成についての回答があったものも有

効回答としているため、表４の「親子近居の状況」にお

ける近居世帯数「59 世帯」とは一致しない数字となって

いる。 
 世帯（祖父母）と子世帯（子・孫）のどちらの要求に

よって近居が実現したのかを聞いた項目が「近居要因」

である。子の要因が６割、親の要因が４割となっている。

親子近居は、単に子が転入するパターンだけで構成され

ているわけではなく、親が呼び寄せる場合があることが

背景にあるものと思われる。 
「近居世帯の相互交流内容」（複数回答）を見ると、最

も多いのは「季節の行事（正月や盆）」で 33.1％、次に

多いのが「食事」31.7％、続けて「お互いの安否確認」

が 16.5％となっている。「孫の学校から帰宅後の世話」

は 8.6％にとどまった。日常的な食事において顔を合わ

せながら、季節の行事で行き来するという交流がある。 
「近居距離」を 30 分と定義したところだが、15 分未

満か以上かについて、その内訳をみたところでは、15 分

を境にしてほぼ半々となっていることから、近居にも２

つのレベル、たとえば「近近居」と「遠近居」などがあ

ることを考慮すべきなのかもしれない。 
表８では、簡単ではあるが非近居世帯の今後の可能性

と希望を聞いたものである。近居しない世帯は今後も同

居や近居の可能性が乏しく、その可能性なしとするもの

が 77.1％に及んだ。 
 「希望」するかどうかという視点では、同居を希望す

る者よりは近居を希望する傾向が見られた。 

3-3 転入子世帯とその他世帯のクロス分析 

住宅地の年齢の均質性を排除するためには、定常的に

若年層が転入する傾向を創出する方策が重要になること

から、この分析における「近居あり」世帯は、祖父母世

帯が子・孫世帯近傍へ転入するケースを除外し、比較的

若年の転入層に限定して、転入子・孫世帯のより詳細な

分析を行うこととした。表９以下においては、祖父母の

子・孫世帯近傍への転入ケースを除外している。 
表９では、「共稼ぎあり」の世帯ほど「近居あり」が多

いことがわかる。有意水準も 3.1％となっており、明確

な傾向が認められる。つまり、共稼ぎの子世帯が、親子

近居を志向しているものと判断できる。 
表 10 においては、子世帯のとりわけ「配偶者」の年

齢を 40歳と 45歳を分けて、近居の有無を比較している。

40 歳前後も 45 歳前後も有意な差異が認められるが、45
歳前後の方がやや有意水準が高いことから、配偶者年齢

としては「45 歳ぐらい」が近居と非近居の年齢的な境界

となっているものと思われる。 
表 11 では最も幼い子ども（孫）の年齢と近居の有無

を見た。有意水準が 30.7％となっており、孫の年齢に対

して、近居の有無はほとんど感応していない。つまり、

孫の年齢よりも、子夫婦の（配偶者の）年齢に応じて、

近居が発生するものと思われる。 
このことをより詳しく検定したものが表 12 である。



とりわけ、配偶者の年齢について、さらに細かく区分し

た上で年齢の量的データの平均の比較を検証している。

配偶者の年齢上限によって、孫の 45 歳以下、55 歳以下、

65 歳以下の３つのパターンに限定し、さらに長子と最も

幼い子に分けて分析している。 
45 歳以下の場合いずれの場合においても、統計的には、

近居の有無によって孫の年齢に差がないことがわかった。 
 

４．分析のまとめと結論 

大都市縁辺部の住宅需要において、親子近居は 53.1％
の世帯において見られた。世帯構成を外形的に見ると、

子と孫の核家族により、「夫側」の祖父母の近傍への転入

により形成されることが多いようである。子夫婦の年齢

が親子近居の強い要因となっているが、その子ども（孫）

の年齢で決まっているわけではない。親子近居を発生さ

せる必要条件は子夫婦の年齢と彼らの共稼ぎの有無であ

り、孫の存在はあくまで十分条件に過ぎない。共稼ぎに

よる多忙を見込んで、孫の存在にかかわらず近居を実現

し、子の配偶者（いわゆる「嫁」）が 45 歳程度を過ぎる

と近居の必要性が徐々に解消していくというライフステ

ージがあるのであろう。 
以上より、住宅地における年齢混合の推進のために親

子近居を考える場合には、「配偶者が 45 歳程度までの、

共稼ぎ状況にある子夫婦世帯の夫側祖父母への近居が活

発であること」を考慮することが重要である。例えば、

住宅の駐車場の規模に特に留意することや、子夫婦の多

様な働き方を支援する施策の展開など、多方面において

共稼ぎの利便性を高める工夫が必要となるだろう。 
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補注 
１）「縦・二世代型」ネットワーク居住については、近江（2003）に詳

述されている。これは核家族を基礎とする親夫婦（子含む）と子夫婦（孫

含む）の縦関係の親子がネットワーク居住を構成するというものであり、

本研究が特に関心を寄せる、いわゆる親子近居に近い形態である。 
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配偶者年齢45歳以下 近居なし 近居あり 近居なし 近居あり
標本数 24 32 24 32
子の平均年齢（歳） 5.38 4.16 8.25 7.34
標準偏差 3.87 3.61 3.88 3.53
平均値の標準誤差 0.79 0.64 0.79 0.62
等分散性のための Levene の検定（F値）

等分散性のための Levene の検定（有意確率）

子の平均年齢比較のt値

有意確率（両側）

配偶者年齢55歳以下 近居なし 近居あり 近居なし 近居あり
標本数 29 40 29 40
子の平均年齢（歳） 7.10 6.60 10.07 9.80
標準偏差 5.29 6.11 5.50 6.09
平均値の標準誤差 0.98 0.97 1.02 0.96
等分散性のための Levene の検定（F値）

等分散性のための Levene の検定（有意確率）

子の平均年齢比較のt値

有意確率（両側）

配偶者年齢65歳以下 近居なし 近居あり 近居なし 近居あり
標本数 32 41 32 41
子の平均年齢（歳） 9.31 6.98 12.00 10.34
標準偏差 8.70 6.50 8.14 6.94
平均値の標準誤差 1.54 1.01 1.44 1.08
等分散性のための Levene の検定（F値）

等分散性のための Levene の検定（有意確率）

子の平均年齢比較のt値

有意確率（両側）

表12　配偶者年齢別子の幼長別近居有無による子の年齢比較分析結果
最も幼い子の年齢 長子の年齢

最も幼い子の年齢 長子の年齢

0.436
0.512
1.213
0.230

0.210
0.649
0.910
0.367

0.189
0.851

最も幼い子の年齢 長子の年齢

0.938
0.336
0.357
0.722

0.634
0.429

0.193

0.588
0.296

0.939
0.351

1.144
0.288
1.314


